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発 表 要 旨 令和元年度の普通交付税額が７月２３日（火）に決定されましたの

で、日高振興局管内分について公表します。
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（１）日高振興局管内 　（単位：千円、％）

令和元年度 平成３０年度 増　減　額 増減率 （参考）

(A-B) (C/B*100) 臨時財政対策債発行

A  B  C  可能額を含む増減率

4,259,398 4,160,340 99,058 2.4 1.0 

2,560,231 2,501,056 59,175 2.4 1.1 

2,417,409 2,346,719 70,690 3.0 1.6 

3,368,122 3,350,011 18,111 0.5 ▲ 1.0 

2,018,520 2,000,651 17,869 0.9 ▲ 0.5 

2,203,734 2,241,819 ▲ 38,085 ▲ 1.7 ▲ 3.0 

5,481,707 5,546,953 ▲ 65,246 ▲ 1.2 ▲ 2.8 

22,309,121 22,147,549 161,572 0.7 ▲ 0.7 

（２）全道市町村計及び全国計 （単位：百万円、％）

令和元年度 平成３０年度 増　減　額 増減率 （参考）

(A-B) (C/B*100) 臨時財政対策債発行

A  B  C  可能額を含む増減率

市町村計 742,581 723,628 18,952 2.6 ▲ 0.2 

うち町村分 347,226 342,814 4,412 1.3 ▲ 0.2 

全
国

市町村計 7,030,443 6,904,455 125,988 1.8 ▲ 2.3 

令和元年度普通交付税（市町村分）の決定について

令和元年度の普通交付税が本日決定されました。その概要は次のとおりです。
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　　　　・　市町村民税や固定資産税などの地方税収入等が増加したことにより、基準財政収入額
　　　　　が増加した。

　　　【参考】合併算定替による交付基準額　

　　　　　　　新ひだか町　　合併算定替  ５６億７９百万円　（ 一 本 算 定  ５４億１４百万円）

　　　　　　　　　なお、交付基準額は普通交付税決定額とは異なる。

（３）日高町及び新ひだか町については、合併団体への特例措置である「合併算定替」による算定
　　を行っている。

　　　　　　　※　交付基準額は一本算定の交付基準額と合併算定替の交付基準額を比較し大きい
　　　　　　　　方を算定結果とするもの。

（４）交付税の主な増減要素

　　　［基準財政需要額］

　　　［基準財政収入額］

　　　　　　　　　一本算定とは合併後の市町村としての算定で、合併算定替とは合併関係市町村
　　　　　　　　毎の算定を合算したもの。

　　　　・　森林環境譲与税を財源として実施する森林整備等の経費が増加したことにより、基準
　　　　　財政需要額が増加した。

２　日高振興局管内の算定結果について

（１）管内の普通交付税決定額は、２２３億９百万円で、前年度に比べて０．７％の増となり、
　　１．３％の増となった全道町村分と比べて０．６ポイント下回った。

（２）管内の普通交付税額と臨時財政対策債発行可能額を合算した額は、前年度に比べて１億７５
　　百万円、０．７％の減となっている。（別添参考資料のとおり。）

　　　　　　　日　高　町　　一 本 算 定   ４２億６５百万円　（合併算定替  ４２億４３百万円）



（単位：千円、％）

R1　交付税 H30　交付税 R1臨時財政対策 H30臨時財政対策 R1 交付税＋臨時 H30 交付税＋臨時 臨財債発行

市 町 村 名 交付決定額 交付決定額 増　　減 増減率 債発行可能額 債発行可能額 増　　減 増減率 財政対策債の計 財政対策債の計 増　　減 可能額を含む

（Ａ） （Ｂ） (A)-(B) （Ｃ） （Ｄ） (C)-(D) （Ａ）＋（Ｃ）　　（Ｅ） （Ｂ）＋（Ｄ）　（Ｆ） （Ｅ）－（Ｆ） 増減率

日 高 町 4,259,398 4,160,340 99,058 2.4 199,390 255,671 △ 56,281 △ 22.0 4,458,788 4,416,011 42,777 1.0

平 取 町 2,560,231 2,501,056 59,175 2.4 96,588 127,237 △ 30,649 △ 24.1 2,656,819 2,628,293 28,526 1.1

新 冠 町 2,417,409 2,346,719 70,690 3.0 97,017 129,230 △ 32,213 △ 24.9 2,514,426 2,475,949 38,477 1.6

浦 河 町 3,368,122 3,350,011 18,111 0.5 180,227 235,233 △ 55,006 △ 23.4 3,548,349 3,585,244 △ 36,895 △ 1.0

様 似 町 2,018,520 2,000,651 17,869 0.9 75,833 104,553 △ 28,720 △ 27.5 2,094,353 2,105,204 △ 10,851 △ 0.5

え り も 町 2,203,734 2,241,819 △ 38,085 △ 1.7 78,023 110,946 △ 32,923 △ 29.7 2,281,757 2,352,765 △ 71,008 △ 3.0

新 ひ だ か 町 5,481,707 5,546,953 △ 65,246 △ 1.2 311,799 412,407 △ 100,608 △ 24.4 5,793,506 5,959,360 △ 165,854 △ 2.8

日 高 計 22,309,121 22,147,549 161,572 0.7 1,038,877 1,375,277 △ 336,400 △ 24.5 23,347,998 23,522,826 △ 174,828 △ 0.7

注）　普通交付税決定額は、令和元年度において現金で団体へ交付される額

　　　 臨時財政対策債発行可能額は、令和元年度において、地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として発行される地方債（その元利償還金は翌年度以降の基準財政需要額に全額算入）

＜参考資料＞

令和元年度　普通交付税交付決定額及び臨時財政対策債発行可能額＜Ｈ30当初分対比＞


